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はじめに

志木市は、市民の皆様との積極的な対話を通じ、市民一人ひとり

が持っている市民力を生かしながら一体となって、志木市に「ずっ

と住み続けたい」、「住んでみたい」と思えるようなまちづくりを

すすめています。男女が性別に関わりなく、お互いの人権を尊重し

つつ、喜びも責任も分かち合い、その個性と能力を十分に発揮する

ことのできる男女共同参画社会の実現が、市の施策を推進する上で

重要な課題となっています。

本報告書は、平成１４年６月に制定した「志木市男女共同参画推

進条例」第２７条に基づく年次報告書であり、男女共同参画に関す

るあらゆる施策の実施状況をまとめたものです。

構成は、平成２８年度から令和２年度までを計画期間とする「第

５次志木市男女共同参画基本計画」の基本目標と課題別施策体系に

即した表記としており、本報告書では、その４年目の取組状況を示

しております。

また、令和２年度版からは、基本計画の効果的な推進を図ること

を目的として、「第５次志木市男女共同参画基本計画」に基づく施

策について、新たに、男女共同参画に配慮した項目や課題評価につ

いての担当部署による自己評価を追加しました。

編集に当たっては、市の関係部課の職員で組織する「志木市男女

共同参画庁内推進会議」の構成員が、報告資料を作成するとともに、

公募市民や識見者、事業者等１０人で構成する「志木市男女共同参

画審議会」からのご意見をいただき作成しています。

今後とも、広く市民や事業者等の皆様からのご意見をいただくと

ともに、一層の連携と協力を深め、本市における男女共同参画社会

を推進してまいります。

人権推進室



基本目標 課題

指標　●乳がん・子宮がん検診の受診率

指標　●パートナーから暴力を受けたあと、相談をした人の割合

指標　●ＤＶ被害者に関する相談と保護の件数の推移

施策の方向性

指標　●固定的役割分担に同感しない人の割合　●市で行う人権啓発事業の参加者数

指標　●職場の中で男女の地位が平等であると感じている人の割合
　　　●男性が育児・介護休業を取得すべきと考える人の割合

指標　●「ワーク・ライフ・バランス」について知っている人の割合　●保育園の定員数
　　　●子育て支援事業への父親の参加率　●避難所の女性への配慮項目数

指標　●職員の昇任選考試験の性別でみた受験比率(主査級以上)　　
　　　●特定事業主行動計画を理解している職員の割合
　　　●審議会等における女性委員の割合　●民生委員・児童委員の男女の割合　●志民力人材バンク登録者数

指標　●男女共同参画推進月間事業の認知度

第５次志木市男女共同参画基本計画体系　

１　男女平等の意識を
　　育む環境づくり

２　生涯にわたる
      心身の健康づくり

①男女共同参画に関する意識づくりへの取組
②家庭・職場・地域・学校における男女平等の教育を推進する取組
③国際的な視野に立った男女共同参画に関する情報収集と発信の取組

①ライフステージや性別に応じた健康づくりへの支援の取組
②母子の健康・医療・福祉を進める体制づくりへの取組
③乳幼児の頃からの男女が互いの性差を理解し、互いを尊重しあう
　教育の取組

１　暴力や性的嫌がらせ
　　の根絶に向けた意識
　　啓発

２　ＤＶ被害者の
　　安全確保を
　　目指した相談
　　支援体制の充実

①家庭・職場・地域・学校における暴力や性的嫌がらせの根絶に向けた
　意識啓発への取組
②配偶者暴力相談支援センター事業の周知への取組
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①ＤＶ被害者支援のための相談連携体制への取組
②ＤＶ被害者の自立支援のための連携体制への取組
③ＤＶ被害者の安全確保のための連携体制への取組

Ⅲ
１　働く場における
　　就労環境の整備
　　促進

①男女の均等な雇用機会の確保と就労環境の待遇改善への取組
②女性の継続就業・再就職支援の推進と起業などの支援に関する取組
③男性職員の育児・介護休業制度などの積極的な活用促進への取組

２　家庭と地域に
　　おける男女共同
　　参画の推進

①男女がともに担う子育て・介護に向けた取組
②家庭や地域における男性にとっての男女共同参画の推進
③高齢者、障がい者、子どもにやさしい都市空間整備への取組
④男女共同参画の視点に立った防災対策の取組
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１　市と市民との
　　協働による男女
　　共同参画の推進

①男女共同参画のための市民活動への取組
②市と市民・事業者等との連携による取組
③市の審議会等における女性参画向上への取組
④政策決定における女性職員の参画の拡大に向けた取組

２　男女共同参画の
　　推進状況の把握

①男女共同参画に関する実態調査への取組
②行動計画に関する年次報告書の作成と公表への取組
③男女共同参画の視点における施策評価の取組
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１ 統計からみる現状

(1) 男女別人口と世帯の状況

❍人口・世帯の推移

本市の近年における人口、世帯数は増加傾向にあり、女性の人口がやや多くなってい

ます。令和元年には、男性が37,900人(49.6％)、女性が38,585人(50.4％)となってい

ます。

❑世帯数と男女別人口の推移

資料：総合窓口課(各年 10月 1日)

❍年齢別・男女別人口の推移

年齢別男女別の人口構成は、15歳未満では男女の割合はほぼ同じですが、15歳から

64歳まででは男性の割合が高く、65歳以上では女性の割合が高い傾向にあります。

❑年齢別・男女別人口構成の推移

資料：総合窓口課(各年 10月 1日)
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(2) 出産・高齢化の状況

❍合計特殊出生率*の推移

合計特殊出生率は、国・県ともに平成27年以降、緩やかな減少傾向にあります。本

市では、大規模マンションの建設により、子育て世代の転入が増加したため、平成27

年は上昇に転じましたが、平成28年以降は、国や県と同様に緩やかな減少傾向にあり

ます。
＊合計特殊出生率：15歳から 49 歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、1人の女性がその年

齢別出生率で一生の間に産むとしたときの子どもの数に相当する。

❑合計特殊出生率の推移

資料：国・県…総務省統計局 市…埼玉県保健医療政策課

❍高齢化率の推移

本市の全人口に占める65歳以上の割合を示す高齢化率は、国や県に比べて低いもの

の、上昇傾向がみられます。

❑高齢化率の推移

資料：住民基本台帳年齢階級別人口(各年 1月 1日)
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❍高齢者年齢別男女別人口の推移

本市の65歳から74歳までの前期高齢者は平成２８年以降から男女ともに減少傾向に

ありますが、75歳以上の後期高齢者は男女ともに増加傾向にあります。

また、要介護認定者数も年々増加しています。

❑高齢者の性別・年齢別推移

資料：長寿応援課(各年 3月 31 日)

❍健康寿命の推移

埼玉県では、65歳に達した県民が健康で自立した生活を送ることができる期間、具

体的には、介護保険制度の「要介護2以上」になるまでの期間を「健康寿命」として算

出しています。本市の健康寿命は、男女ともに県に比べて高く、上昇傾向がみられます。

❑65歳健康寿命の性別推移

資料：健康政策課

17.53 17.58 17.47 17.70 18.15 18.10

16.85 16.96 17.19 17.40 17.57 17.64

20.47 20.68 20.76 20.81 21.06 21.22

19.75 19.84 20.05 20.24 20.36 20.46

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

H25年 H26年 H27年 H28年 H29年 H30年

(年）

志木市（男性） 埼玉県（男性）

志木市（女性） 埼玉県（女性）

4,619
3,043

4,665
3,222

4,548
3,477

4,505
3,673 4,396 3,885

5,039

4,072

5,138

4,328

5,112

4,634

5,059
4,992

4,958 5,282

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

65～74歳 75歳以上 65～74歳 75歳以上 65～74歳 75歳以上 65～74歳 75歳以上 65～74歳 75歳以上

H27年 H28年 H29年 H30年 H31年

（認定者数 人）（高齢者数 人）
要介護認定者数

2,107
2,260

2,389
2,503

2,649

■男性 ■女性



- 4 -

（３）女性の就労・参画状況

❍女性の労働力率*の年齢別状況

本市における女性の生産年齢における労働力率は、20歳代後半にピークを迎え、そ

の後、結婚や出産などを経験する時期にあたると下降しています。40歳代前半期に再

び上昇に転じ、40歳代後半期には73.8％まで回復しています。なお、本市の労働力率

は、国に比べて低い傾向となっています。
＊労働力率：15歳以上の人口に占める労働力人口の割合。労働力人口は就業者に完全失業者を加えた

人数。

❑女性の生産年齢における労働力率

資料：平成 27年国勢調査、就労状況等基本方針、労働力状態(8区分)，年齢(5 歳階級)，
男女別15歳以上人口及び労働力率 － 都道府県，市区町村

❍審議会等における女性委員の割合

法令又は条例で設置されている審議会等においては、委員の男女構成の均衡を図るよ

う努めていますが、専門性が要求される場合や役職に基づき委嘱する場合もあり、女性

委員の割合は30％未満で推移しています。

❑審議会等における女性委員の割合

※審議会等における女性委員数÷審議会等における全委員数

女性委員がいない審議会等

（平成31 年 4月 1日現在）

・志木市市長等政治倫理審査会（3人）

・公務災害補償等認定委員会（5人）

・志木市職員懲戒審査委員会（3人）

・志木市情報公開・個人情報保護審査会（3 人）

・志木市行政不服審査会（3人）

・志木市消防賞じゆつ金等審査委員会注 (5 人)

・志木市環境審議会（10 人）

・志木市文化財保護審議会（5人）

※（ ）内は委員総数

資料：人権推進室
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❍町内会の方針決定への参画

本市の町内会数は３７町内会あります。令和元年度における女性の会長の割合は、

2.7％となっており、副会長の女性の割合は、22.5％となっています。

❑町内会における女性の会長の割合

資料：市民活動推進課

❑町内会における女性の副会長の割合

資料：市民活動推進課
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❍市役所における女性職員の割合

本市の市役所における女性職員の割合は、半数以下で推移しており、令和元年度には

44.6％となっています。

❑女性職員の割合

資料：人事課

❍市議会への参画

市議会における女性議員の割合は、平成16年度に31.6%となり、令和元年度には

16.7%となっています。

❑市議会における女性議員の割合

資料：議会事務局(各年度 5月 1日現在)
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(4) DV相談の状況

❍DVに関する相談と保護

DVに関する相談と保護件数は年度によって増減がありますが、令和元年度には相談

件数が154件、保護件数が2件となっています。

❑DVに関する相談と保護件数の推移

資料：志木市ＤＶ対策ネットワーク会議
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２ 推進体制

■志木市男女共同参画審議会
　志木市男女共同参画推進条例第28条の規定により設置
　委員の構成：市民公募、事業者等、識見を有する者、関係行政職員
　委員数：男性5人、女性5人　合計10人
　任期：2年（平成31年2月1日～令和3年1月31日）

開催日 議題等 主な内容・意見等

令和元年

7月25日（木）

令和元年

10月31日（木）

●男女共同参画に関する市民

意識調査について

●令和元年度版志木市の男女

共同参画推進状況（年次報告

書）について

●市民意識調査の設問内容や選択肢についての委員か

らの意見を反映し、令和元年１０月に市民意識調査を

実施した。

●委員からの意見や修正を反映し、市ホームページで

の公開及び市内公共施設（出張所・図書館など）へ配

架した。

■志木市男女共同参画庁内推進会議
　志木市男女共同参画庁内推進会議設置要網により設置
　委員の構成：関係部課の職員及び人権推進室長
　委員数：男性13人、女性22人　合計35人
　任期：2年（平成30年4月1日～令和2年3月31日）

開催日 議題等 主な内容・意見等

令和元年

10月4日（金）～

10月15日（火）

●令和元年度版志木市の男女

共同参画推進状況（年次報告

書）について

●年次報告書の内容や構成について、確認し、校正を

行った。

令和元年度実績　

令和元年度実績　
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３ 埼玉県内での志木市の推進状況
　（埼玉県「市町村における男女共同参画社会の推進に関する施策の推進状況調査」より）

本市の状況
前年度との

比較
本市の状況 県内平均

県内順位

（63市町村中）

男女共同参画

に関する条例
条例制定

志木市男女共同参

画推進条例

市町村議会 女性議員の比率
16.7%

（2/12人）
（変化なし）

16.7%

（2/12人）
20.7% 38位

審議会等

（注１）
女性委員の比率

27.4%

（83/303人）
（減少）

27.5%

（84/306人）
28.8% 34位

管理職相当職の職

員（課長級以上）

における女性職員

比率

16.4%

（11/67人）

（減少）

17.2%

（11/64人）
14.4% 12位

係長級以上の役付

き職員における女

性職員比率

40.1%

（75/187人）

（変化なし）

40.1%

（77/192人）
29.0% 2位

総職員数における

女性職員比率

44.0%

（171/388人）
（減少）

44.6%

（174/390人）
40.8% 11位

自治会長の

女性比率
自治会長 町内会長の男女比

0%

（0/37人）
（減少）

2.7%

（1/37人）
4.8% 34位

注１　地方自治法第202条の3に基づく審議会等を対象　

注２　技能労務職等を含む全ての職員を対象

R2.4.1現在 H31.4.1現在

平成14年6月24日制定　県内4番目　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

分野 対象 調査項目

政策決定過程

への女性の参

画状況

市町村職員

(注2)
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４　第５次志木市男女共同参画基本計画・具体的取組進捗管理表及び評価結果

基本目標 課題 指　　標 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
令和元年度

目標値

固定的役割分担に同感しない人の割合【人権推進室】

（市民意識調査 平成2６年度   　　　　　令和元年度）

市で行う人権啓発事業の参加者数【人権推進室】

（参加者数 平成26年度   　　　　　令和元年度）

乳がん検診の受診率【健康政策課】 29.0%

（受診率 平成2４年度   　　　令和元年度） H24 29.1%

子宮がん検診の受診率【健康政策課】

（受診率 平成2４年度   　　　令和元年度）

※「いろは健康２１プラン(第3期)」による H24 33.7%

パートナーから暴力を受けたあと、相談をした人の割合

【人権推進室】

（市民意識調査 平成2６年度   　　　令和元年度）

職場の中で男女の地位が平等であると感じている人の割合

【人権推進室】

（市民意識調査 平成26年度   　　　令和元年度）

男性の育児・介護休業を取得すべきと考える人の割合

【人権推進室】

（市民意識調査 平成26年度   　　　令和元年度）

ワーク・ライフ・バランスを知っている人の割合

【人権推進室】

（市民意識調査 平成26年度   　　　令和元年度）

保育園の定員数【保育課】

（平成26年度　　　　令和元年度） （増やす）

※「志木市子ども子育て支援事業計画」より （提供体制の確保に努める）

子育て支援事業への父親の参加率【子ども支援課】

（参加者数 平成26年度   　　　　　令和元年度）

避難所の女性への配慮項目数【防災危機管理課】

※「地域防災計画」及び「避難所運営マニュアル」において配慮す

べき項目（更衣室・授乳室等）

職員の昇任選考試験の受験比率（主査級以上）【人事課】 女性  14.3% 12.5% 13.3% 14.1% 15.9% 13.4% 15.0%

※受験者数÷対象者数（男女別） 男性  18.4% 25.3% 26.3% 20.3% 36.2% 22.7% 20.0%

特定事業主行動計画を理解している職員の割合【人事課】

※十分理解できると回答した職員÷特定事業主行動計画に関するア

ンケート回答数

審議会等における女性委員の割合【人権推進室】

（平成26年度   　　　令和元年度）

※審議会等における女性委員数÷審議会等における全委員数

民生委員・児童委員の男女の割合【生活援護課】 女性  75.0% 75.0% 65.5% 65.1% 65.4% 67.9% 60.0%

（平成26年度   　　　令和元年度） 男性  25.0% 25.0% 34.5% 34.9% 34.6% 32.1% 40.0%

志民力人材バンク登録者数【市民活動推進課】 女性  23人 61人 64人 65人 68人 65人 100人

（平成26年度   　　　令和元年度） 男性  30人 88人 90人 93人 94人 93人 100人

男女共同参画推進月間事業の認知度【人権推進室】

（市民意識調査 平成26年度   　　　令和元年度）

■進捗管理表

　第５次志木市男女共同参画基本計画にある具体的取組に関する事業の指標について、下記のとおり進捗管理の状

況を報告します。

1

53.3% 66.8% 70.0%

1,285人 2,381人 2,520人 2,297人 2,247人 1,919人 2,000人

2

20.2% 21.3% 19.5% 19.3% 18.7% （増やす）

22.9%
15.0% 14.8% 8.3% 10.8% 11.2% （増やす）

Ⅱ 1 30.6% 40.0% 50.0%

1

27.4% 28.3% 40.0%

77.1% 82.7% 100%

51.6% 63.2% 80.0%

1,063人 1,120人 1,263人 1,296人 1,473人 1,534人

55.2% 54.0% 51.8% 52.8% 52.9% 49.7% 60.0%

避難所などにおいては、最大限女性へ配慮した、項目数とする。

38.0% 37.9% 45.0%

28.1% 28.5% 29.2% 25.9% 26.7% 27.5% 35.0%

2 30.1% 25.5% 50.0%

Ⅰ

Ⅲ

2

Ⅳ

1
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■評価結果

　本市では、男女共同参画社会の実現を目指し、第5次志木市男女共同参画基本計画に基づく様々な施策に取

り組んできました。計画期間の5年間には、男女共同参画についての市民意識が向上するなどの成果は見られ

ましたが、多くの指標は目標値の達成に至りませんでした。

　第5次志木市男女共同参画基本計画における基本目標ごとの評価結果は以下のとおりです。

● 基本目標Ⅰについての評価

　男女共同参画の意識を育む環境づくりのため、研修会や講座の開催による意識啓発や情報発信などの

取組を進めた結果、「固定的な性別役割分担に同感しない人の割合」や「市で行う人権啓発事業の参加

者数」は増加し、一定の成果が見られています。

　また、生涯にわたる心身の健康づくりのため、健康診査を受診する機会を拡充するなどの取組を進め

ましたが、「乳がん検診の受診率」や「子宮頸がん検診の受診率」は低下傾向にあり、引き続き、健康

支援についての取組が必要です。

　なお、子宮頸がん検診については平成27年度より、HPV併用検診（30歳から65歳まで）を実施して

おり、細胞診とHPV検査の両方が陰性の場合、次の検査を3年後としています。

● 基本目標Ⅱについての評価

　DVやセクシュアル・ハラスメントの根絶に向けた家庭・職場・地域・学校などの様々な場面におけ

る意識啓発の取組や、DV被害者の安全確保のための充実した相談・支援体制づくりを進めた結果、

「パートナーからDVを受けたあと、相談をした人の割合」は増加し、一定の成果が見られています。

　引き続き、充実した相談・支援体制を確保するとともに、DVやセクシュアル・ハラスメント等がな

く、すべての人にとって安全で安心なまちづくりに向けた取組が必要です。

● 基本目標Ⅲについての評価

　働く場における就労環境の整備を促進するため、情報発信や意識啓発などの取組を進めた結果、「職

場の中で男女の地位が平等であると感じている人の割合」や「男性が育児・介護休業を取得すべきと考

える人の割合」は増加しています。

　家庭と地域における男女共同参画を推進するための取組を進めた結果、「『ワーク・ライフ・バラン

ス』について知っている人の割合」や「保育園の定員数」は増加しましたが、「子育て支援事業への父

親の参加率」は低下しています。

● 基本目標Ⅳについての評価

　市と市民との協働による男女共同参画の取組を進めた結果、「民生委員・児童委員の男性の割合」や

「志民力人材バンク登録者数」は増加し、一定の成果が見られています。

　一方で、「職員の昇任選考試験の性別でみた女性の受験比率(主査級以上）」や「審議会等における

女性委員の割合」は、ほぼ横ばいとなっています。

　また、「志木市男女共同参画推進月間事業の認知度」は低下傾向が見られます。

　引き続き、市民・事業者等・市が連携し、男女共同参画を進めていく必要があります。
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５ 基本計画体系別関係事業実施状況

基  本  目  標 Ⅰ　男女のあらゆる人権が尊重されるまち
課　　　 　　題 １ 　男女平等の意識を育む環境づくり
施策の方向性 ①　男女共同参画に関する意識づくりへの取組

②　家庭・職場・地域・学校における男女平等の教育を推進する取組
③　国際的な視野に立った男女共同参画に関する情報収集と発信の取組

事業内容 事業実績 1 2 3 4 5

1
男女共同参画推進
月間事業

①②③ 継続

　男女共同参画に関する理解と認識
を深めることを目的に、男女共同参
画に関連したパネル展や研修会を
開催し、男女共同参画意識の啓発
を行う。

○パネル展示
・展示期間　６月１８日～６月２４日
・参加人数　１９１人
○企業人権問題研修会
・実施日　６月３日
・参加人数　４６人

○ ○ ○ ○ A 人権推進室

2 人権研修会 ①②③ 継続

　市民に対し、人権に関わる様々な
テーマについて研修会を実施する。

○人権研修会
・実施回数　１０回
・参加人数　２４３人
○人権講演会　
・実施回数　１回
・参加人数　３５人
○公民館等人権研修会
・実施回数　各館１回
・参加人数　７２５人

○ ○ ○ ○ A 生涯学習課

3
人権啓発活動地方
委託事業
「人権の花」運動

① 継続

　花の苗を育てることで命の大切さ
や相手を思いやるという基本的人権
の尊重の精神を身につけてもらうこ
とを目的として事業を展開する。

○志木第三小学校
・参加人数　３年生１００人
○宗岡第二小学校
・参加人数　３年生６２人

○ ○ ○ A 人権推進室

4
各学校による推進
[教職員対象]

① 継続

　教職員を対象に男女平等教育に
関する研修会の実施、講演会への
参加及び県教育委員会主催の研修
会に積極的に参加する。

○志木市立小・中学校人権教育主
任会
・実施日　１月２８日
・参加人数　小・中学校教員１２人、
管理職２人
○校内研修
　全小・中学校において研修を実施
した。

○ A 学校教育課

5
各学校による推進
[児童・生徒対象]

① 継続

　児童、生徒を対象に道徳教育、特
別活動等の領域、保健体育、家庭
科・技術等の学習を通して男女平等
教育の推進を図る。

　全小・中学校において実施した。

○ A 学校教育課

6
男女共同参画推進
月間特別図書展

① 継続

　６月に男女共同参画に関する図書
を特別展示し、啓発を図る。

○いろは遊学図書館
・展示期間　６月１日～６月２７日
・展示資料数　４１冊
・貸出回数　２３回
・利用率　５６．１％
○柳瀬川図書館
・展示期間　６月１日～７月３０日
・展示資料数　１１８冊
・貸出冊数　１５冊
・貸出率　１２．７％

○ A
いろは遊学
図書館・柳
瀬川図書館

7
いのちを学ぶ人権
講座

② 拡充

　市内小学校の児童を対象に命の
大切さなど人権に関わる様々なテー
マで講演会を実施。

○命の授業～この顔でよかった～
・実施日　１２月１７日
・参加人数　６６０人
・対象　市内小学生や市民
○命の大切さを学ぶ教室＜あおいと
り＞
・宗岡小学校
　実施日　２月１４日
　参加人数　３年生６９人
・宗岡第四小学校
　実施日　１月２４日
　参加人数　３年生９１人

○ ○ A
いろは遊学
館・宗岡第
二公民館

令和元年度 配慮度チェック

　「第５次志木市男女共同参画基本計画」の体系に基づき、市で実施する関係事業について、令和

元年度事業内容及び事業実績は次のとおりです。

No. 事業名
施策の
方向性

区分
課題
評価

担当課

　○配慮度チェック
　　　１　事業の対象となる人々及びその現状を男女別に把握した
　　　２　事業の企画、立案、実施の際、女性、男性双方の意見を聞いた、または双方が参加した
　　　３　女性、男性双方にとって利用・参加しやすいような配慮をした
　　　４　事業の方向性を男女共同参画に配慮した
　　　５　事業の効果が女性、男性それぞれに寄与した
　○課題評価
　　　Ａ　課題解決に値する成果が得られた
　　　Ｂ　課題を意識したが、成果につながらなかった
　　　Ｃ　事業未実施 - 12 -



事業内容 事業実績 1 2 3 4 5
令和元年度 配慮度チェック

No. 事業名
施策の
方向性

区分
課題
評価

担当課

8
広報しき”SeeSaw
コーナー”による啓
発

② 継続

　広報しき内において男女共同参画
情報のための専門コーナー
“SeeSaw”を年１～２回掲載し、より
多くの市民へ届くよう情報の提供を
行う。

　市の男女共同参画の推進状況や
男女共同参画の推進に関する施策
の実施状況についてまとめた年次
報告書を作成したことを広報しき１２
月号に掲載した。

○ A 人権推進室

9 人権教室 ② 継続

　人権擁護委員による命の大切さや
相手を思いやるという基本的人権の
尊重の精神を身につけてもらうこと
を目的に事業を展開する。

○宗岡第三小学校
・参加人数　３年生５７人
○志木なかもり幼稚園
・参加人数　年長クラス６０人

○ ○ A 人権推進室

基  本  目  標 Ⅰ　男女のあらゆる人権が尊重されるまち
課　　　　　　題 ２　 生涯にわたる心身の健康づくり
施策の方向性 ①　ライフステージや性別に応じた健康づくりへの支援の取組

②　母子の健康・医療・福祉を進める体制づくりへの取組
③　乳幼児の頃からの男女が互いの性差を理解し、互いを尊重しあう教育の取組

事業内容 事業実績 1 2 3 4 5

1 各がん検診事業 ① 継続

　国の指針に基づき、がん等の疾病
を早期に発見し、早期治療に結びつ
けることを目的に、がん検診を実施
する。併せて健診受診促進のため
の啓発活動を行う。

○個別検診
・実施時期　５月～２月
○集団検診
・実施時期　９月以降計１３回
・受診者数　胃がん２，１９８人、肺が
ん４，５９８人、大腸がん４，８２７人、
子宮頸がん　１，３７１人、乳がん２，
４７３人、前立腺がん１，７８１人、胃
がんリスク８３８人

○ ○ ○ B 健康政策課

2
特定健康診査・特
定保健指導

① 継続

　４０歳から７４歳までの国民健康保
険被保険者に対し、「特定健康診
査」を行い、健診結果から、「動機付
け支援」「積極的支援」の特定保健
指導を行う。また、特定保健指導対
象外でリスク保有者については運動
教室を実施し、重症化予防を図る。
　また、今年度は朝霞地区４市で「診
療情報提供事業」を各市で実施する
など、さらなる受診率の向上に努
め、集団健診では「結果説明会」を
開催し、特定保健指導の実施率向
上や要精検者に対するフォローも行
う。

　特定健康診査の個別健診は７月
から１２月までの期間に実施し、集
団健診では市民の方が受診しやす
いよう市役所・健康増進センター・
TMG宗岡中央病院の３か所で計１３
回実施するなど、市民の利便性の
向上に努めた。
　また、今年度は県からの要望事業
であった「診療情報提供事業」を朝
霞地区４市で足並みをそろえ実施す
るほか「結果説明会」を開催するな
ど、特定健診受診率向上や保健指
導実施率向上に努めた。
○令和元年度法定報告値
・特定健診受診率　４１．４％
・特定保健指導実施率　１３．９％

○ ○ ○ B 健康政策課

3
いろは健康２１プラ
ン推進事業

① 継続

　平成３１年３月に策定した、いろは
健康２１プラン（第４期）に基づき「み
んなで進める健康寿命日本一のま
ちづくり」を基本理念に、特定健康診
査・特定保健指導やいろは健康ポイ
ント事業など従来の事業を継続して
いくとともに、新規事業として、子ど
もの健康づくりプロジェクト（足部機
能・骨格発達支援事業等）やリスク
の高い対象者に対する歯科検診、さ
らには高齢者のフレイル対策など、
次世代を担う子どもや若者、高齢者
まで全ての市民の健康づくりを支援
するため、本計画に位置付けた事業
を推進していく。

○いろは健康ポイント事業
・参加人数　２，９１１人（うち新規３６
０人）

○子どもの健康づくりプロジェクト
「足部機能・骨格発達支援事業」
・対象　小学３・４年生（モデル校の
志木第四小学校で実施）
・参加人数　小学３年生８５人、４年
生７４人

「子どものポールを使った運動教室」
・対象　小学１～６年生（モデル校の
志木第四小学校で実施）
・参加人数　１０月から３月まで月１
回開催し毎回８０人参加

○ ○ B 健康政策課

4
子どもと家庭の相
談室

② 継続

　児童福祉向上のため、１８歳未満
の子どものいる家庭のあらゆる問題
について家庭児童相談員が相談に
応じる。

○相談室
・年間相談件数　１,２７７件
○やる気をだす子育て練習法
・参加人数　前期・後期各１回　修了
者１５人、ダイジェスト版１２人

○ ○ ○ A
子ども支援
課

5 養育支援訪問事業 ② 継続

　児童の養育に対する支援が必要
な状況にある家庭に対して、養育の
支援、指導を実施する。

　養育支援申請者なし。

○ C
子ども支援
課

令和元年度 配慮度チェック
No. 事業名

施策の
方向性

区分
課題
評価

担当課

　○配慮度チェック
　　　１　事業の対象となる人々及びその現状を男女別に把握した
　　　２　事業の企画、立案、実施の際、女性、男性双方の意見を聞いた、または双方が参加した
　　　３　女性、男性双方にとって利用・参加しやすいような配慮をした
　　　４　事業の方向性を男女共同参画に配慮した
　　　５　事業の効果が女性、男性それぞれに寄与した
　○課題評価
　　　Ａ　課題解決に値する成果が得られた
　　　Ｂ　課題を意識したが、成果につながらなかった
　　　Ｃ　事業未実施 - 13 -



事業内容 事業実績 1 2 3 4 5
令和元年度 配慮度チェック

No. 事業名
施策の
方向性

区分
課題
評価

担当課

6
児童発達相談セン
ター

② 継続

　家族等が児童の発達について気
になったり、子どもを育てにくいと感
じた時に、気軽に相談できる窓口と
なり、切れ目のない支援を行ってい
く。

　関係機関とは随時情報共有し、連
携を図った。
・年間延べ相談児童数　１,３８３人
・グループ支援　２６８人　
・巡回相談　２２８人
・専門職による個別相談　４３０人

○ ○ A
子ども支援
課

7
子宮頸がんHPV併
用検診

② 継続

　３０歳以上６６歳未満の女性を対
象に、細胞診とHPV検査を併用し、
より精度の高い健診を実施する。

・受診者数　８７６人

○ ○ ○ B 健康政策課

8 歯科口腔保健事業 ② 継続

　「５歳児親子いっしょに歯科検診」
と、５０歳を対象とした「成人期歯科
検診」を実施し、各検診に要する費
用を全額公費助成する。
　また、３歳児健診時におけるフッ化
物塗布、乳幼児を対象としたむし歯
予防教室、歯科衛生士等による講
話を行い、歯と口腔に関する意識啓
発事業を実施する。

○５歳児親子いっしょに歯科検診
・受診者数　５歳児１８０人、保護者
１７４人
○３歳児健診フッ化物塗布
・実施回数　１２回　
・受診者数　５８４人
○むし歯予防教室
・実施回数　５回
・受診者数　７３人
○歯科衛生士講話
・実施回数　５回
・受診者数　９０人

○ ○ ○ A
健康増進セ
ンター

9
乳幼児健診および
保健指導事業

② 継続

　乳幼児の健全な育成を図るため、
健康診査を実施し、疾病の早期発
見、育児不安への対応等の保健指
導及び事後指導を行う。

○乳幼児健診
・３か月児健診　対象者数６５８人、
受診者数６２７人
・９か月児健診　対象者数６９９人、
受診者数６５５人
・１歳６か月児健診　対象者数６９１
人、受診者数６４８人
・３歳児健診　対象者数６９１人、受
診者数６５５人
○事後指導者数
・３か月児健診　１１２人
・９か月児健診　８３人
・１歳６か月児健診　４２人
・３歳児健診　８３人

○ ○ ○ A
健康増進セ
ンター

10 乳幼児健康相談 ② 継続

　乳幼児の健康の保持、増進のた
め、また養育者の育児支援のため、
就学前の希望者を対象に身体計測
や保健師、栄養士による健康相談を
関連機関と連携しながら実施する。

○乳幼児出張健康相談
・実施回数　１４回
・相談件数　９７件

○ ○ ○ A
健康増進セ
ンター

11
パパママ学級・ネ
オパパ講座

② 継続

　初めて親となるプレパパ、ママに対
し、講話や実習を通して妊娠、出産
に対する正しい知識の普及と友達づ
くりを進め、自信を持って育児に臨
めるよう支援する。また、親になる前
に育児について学ぶとともに、パート
ナーとの互いの理解を深め、父親の
育児参加を促す。

○パパママ学級
・実施回数　５回（１回３コース）
・参加人数　２２０人
○ネオパパ講座
・実施回数　５回
・参加人数　５１人

○ ○ ○ ○ A
健康増進セ
ンター

12 離乳食教室 ② 継続

　乳児の正しい食習慣を確立し、幼
児食へのスムーズな移行を支援す
る。離乳食の進め方、調理方法等必
要な情報を提供できる離乳食教室を
開催する。

　月齢に合わせた離乳食の進め方
の講話、試食、身体測定を実施し
た。
○ゴックン
・実施回数　１２回
・参加人数　４３８人　
○モグモグ
・実施回数　６回
・参加人数　１２３人　　
○カミカミ
・実施回数　６回
・参加人数　１２３人　　

○ ○ ○ A
健康増進セ
ンター

　○配慮度チェック
　　　１　事業の対象となる人々及びその現状を男女別に把握した
　　　２　事業の企画、立案、実施の際、女性、男性双方の意見を聞いた、または双方が参加した
　　　３　女性、男性双方にとって利用・参加しやすいような配慮をした
　　　４　事業の方向性を男女共同参画に配慮した
　　　５　事業の効果が女性、男性それぞれに寄与した
　○課題評価
　　　Ａ　課題解決に値する成果が得られた
　　　Ｂ　課題を意識したが、成果につながらなかった
　　　Ｃ　事業未実施 - 14 -



事業内容 事業実績 1 2 3 4 5
令和元年度 配慮度チェック

No. 事業名
施策の
方向性

区分
課題
評価

担当課

13
母子保健推進員活
動

② 継続

　母子保健推進員が、家庭訪問や
子育てを支援する地域活動を行い、
母子の健康の保持増進を図る。妊
産婦・乳幼児等を対象とした家庭訪
問、乳幼児地区健康相談の実施、
三世代・子育て支援交流会の開催、
健診・保健事業等や保健事業の保
育への協力。要保護児童対策地域
協議会へ参加する。

　母と子の健康づくりを中心に活動
を行った。
○妊産婦・乳幼児・その他の家庭訪
問
・訪問数　1,３２８回
○三世代・子育て支援交流会
・実施回数　１５回
○乳幼児健診への協力
・実施回数　４８回
・参加人数　２５１人
○保健事業等への協力
・実施回数　２７回
・参加人数　６２人

○ ○ ○ A
健康増進セ
ンター

14 妊婦健康診査 ② 継続

　安心安全な出産を確保し、子ども
の健全育成を図るため、公費負担に
よる妊婦健診を実施する。
　対象は、埼玉県市町村妊婦健康
診査標準実施要項に規定する委託
機関以外の日本国内の医療機関
(助産所を含む)において妊婦健康診
査と同等の健康診査を受けた妊婦。

　安心安全な出産を確保し、子ども
の健全育成を図るため、公費負担に
よる妊婦健診を実施した。
・受診者数　７１人

○ ○ ○ A
健康増進セ
ンター

15
新生児・妊産婦・
未熟児訪問指導

② 継続

　新生児、妊産婦又は乳幼児の家
庭を保健師、助産師が訪問し、妊
娠、出産、育児等に必要な指導を行
い、異常を早期発見し、治療に結び
つける。
　併せて、育児相談に応じることに
よって、児が健やかに成長し、安心
して育児ができるように支援する。

○訪問指導数
・妊産婦　実人数６００人、延人数７
３５人
・新生児　実人数６１人、延人数８５
人
・未熟児　実人数１６人、延人数２６
人
・乳児　実人数５６９人、延人数７１５
人

○ ○ ○ A
健康増進セ
ンター

16
女性の健康チェッ
ク

② 継続

　健診を受ける機会がない１８歳か
ら４０歳未満までの女性を対象に、
疾病の早期発見と生活習慣病の予
防のため健康診査を実施する。保
育あり。

・実施回数　１３回
・受診者数　１５７人

○ ○ ○ A
健康増進セ
ンター

17 こころの相談 ② 継続

　こころの病気や様々な悩み事をも
つ市民、精神障がい者を抱える家族
の相談を受け、支援を行う。
　対象は、精神保健相談を希望する
人または家族。内容は、精神科医、
心理カウンセラーによる面接相談。

・実施回数　１３回
・相談件数　２６件
・相談者数　２９人

○ ○ ○ A
健康増進セ
ンター

18 健康相談 ② 継続

　生活習慣病予防等を目的に保健
師等が電話・訪問・面接等で助言指
導を行う。

・実施延べ人数
　４０歳未満　３１２人
　４０歳以上６５歳未満　１４１人
　６５歳以上　２７４人

○ ○ ○ A
健康増進セ
ンター

19 おっぱいケア訪問 ② 継続

　産後９０日以内の不安のある産婦
を対象に実施回数上限２回まで、助
産師が家庭訪問し、おっぱいケアや
授乳に関する相談、実技の指導等
を実施する。

・実施延べ件数　８７件

○ ○ ○ A
健康増進セ
ンター

20 育児サポート事業 ② 継続

　安心して子育てできる環境づくりを
目指して実施する「しきっ子あんしん
子育てサポート事業」の一環として、
心身に不調があり、家族などからの
支援が得られない産後９０日以内の
産婦に、助産師等の専門職を派遣
し、育児サポートを実施することによ
り、育児負担の軽減、順調な育児を
支援する。

・実施件数　２２件

○ ○ ○ ○ A
健康増進セ
ンター

21
【再掲】
男女共同参画推進
月間事業

③ 継続

　男女共同参画に関する理解と認識
を深めることを目的に、男女共同参
画に関連したパネル展や研修会を
開催し、男女共同参画意識の啓発
を行う。

○パネル展示
・展示期間　６月１８日～６月２４日
・参加人数　１９１人
○企業人権問題研修会
・実施日　６月３日
・参加人数　４６人

○ ○ ○ ○ A 人権推進室

22
各保育園による取
組[園児対象]

③ 継続

　保育園の日常の中で、男女平等の
意識づくりを推進する。

　日常の集団保育において、様々な
経験を通して、各園ともに育成を
図った。

○ ○ ○ ○ ○ A 保育課

　○配慮度チェック
　　　１　事業の対象となる人々及びその現状を男女別に把握した
　　　２　事業の企画、立案、実施の際、女性、男性双方の意見を聞いた、または双方が参加した
　　　３　女性、男性双方にとって利用・参加しやすいような配慮をした
　　　４　事業の方向性を男女共同参画に配慮した
　　　５　事業の効果が女性、男性それぞれに寄与した
　○課題評価
　　　Ａ　課題解決に値する成果が得られた
　　　Ｂ　課題を意識したが、成果につながらなかった
　　　Ｃ　事業未実施 - 15 -



事業内容 事業実績 1 2 3 4 5
令和元年度 配慮度チェック

No. 事業名
施策の
方向性

区分
課題
評価

担当課

23
【再掲】
各学校による推進
[児童・生徒対象]

③ 継続

　児童、生徒を対象に道徳教育、特
別活動等の領域、保健体育、家庭
科・技術等の学習を通して男女平等
教育の推進を図る。

　全小・中学校において実施した。

○ A 学校教育課

24
【再掲】
人権研修会

③ 継続

　市民に対し、人権に関わる様々な
テーマについて研修会を実施する。

○人権研修会
・実施回数　１０回
・参加人数　２４３人
○人権講演会　
・実施回数　１回
・参加人数　３５人
○公民館等人権研修会
・実施回数　各館１回
・参加人数　7２５人

○ ○ ○ ○ A 生涯学習課

基  本  目  標 Ⅱ　お互いの性を尊重し、不安や暴力を生まないまち
課　　　　　　題 １　 暴力や性的嫌がらせの根絶に向けた意識啓発
施策の方向性 ①　家庭・職場・地域・学校における暴力や性的嫌がらせの根絶に向けた意識啓発への取組

②　配偶者暴力相談支援センター事業の周知への取組

事業内容 事業実績 1 2 3 4 5

1
各保育園に対する
取組[園職員対象]

① 継続

　各保育園職員に向け、暴力等によ
り心の傷を受けた児童やその保護
者への適切な対応について研修の
機会を設け、支援体制づくりを進め
る。

　子どもセーフティネット連絡会議
で，児童虐待奉仕に関する意識の
啓発と情報の共有を行った。
　また、要保護児童対策地域連絡協
議会研修会で、要保護児童対策の
実務者及び関係職員の支援スキル
向上を図った。
・実施日　５月２８日

○ ○ ○ ○ ○ A
子ども支援
課

2 各学校による推進 ① 継続

　県教育委員会主催の管理職及び
教職員を対象にした、男女平等教育
に関する研修会、講演会に参加す
る。

　１１月２７日に開催した「オンライン
男女共同参画の推進に向けた教職
員研修会」について、小・中学校の
教職員に参加を呼びかけた。

○ B 学校教育課

3
ＤＶ対策ネットワー
ク研修会・講演会

② 継続

　ＤＶ被害者支援対策のため、担当
者間で知識や情報の共有を行い、
迅速かつ適切な対応に備える。

　講演を行い、ＤＶ被害者支援につ
いての知識を深めた。
・実施日　１１月１９日
・参加機関　１４機関

○ ○ ○ A
子ども支援
課

4
【再掲】
人権研修会

② 継続

　市民に対し、人権に関わる様々な
テーマについて研修会を実施する。

○人権研修会
・実施回数　１０回
・参加人数　２４３人
○人権講演会　
・実施回数　１回
・参加人数　３５人
○公民館等人権研修会
・実施回数　各館１回
・参加人数　7２５人

○ ○ ○ ○ A 生涯学習課

基  本  目  標 Ⅱ　お互いの性を尊重し、不安や暴力を生まないまち
課　　　　　　題 ２　 ＤＶ被害者の安全確保を目指した相談支援体制の充実
施策の方向性 ①　ＤＶ被害者支援のための相談連携体制への取組

②　ＤＶ被害者の自立支援のための連携体制への取組
③　ＤＶ被害者の安全確保のための連携体制への取組

事業内容 事業実績 1 2 3 4 5

1 女性相談 ① 継続

　女性を対象に、ＤＶ被害や夫婦関
係等の女性の悩みに対して適切な
指導助言を行う。

・実施回数　４５回
・相談件数　９６件

○ ○ ○ ○ A
子ども支援
課

2
行政相談・人権相
談・法律相談

① 継続

　市民生活に関する相談及び苦情
を適正に処理し、市民の福祉向上を
図るため、行政相談、人権相談及び
法律相談を実施する。

○行政相談
・実施回数　毎月１回
・相談件数　５件
○人権相談
・実施回数　毎月１回
・相談件数　７件
○法律相談
・実施回数　毎週１回
・相談件数　３１０件

○ A 総合窓口課

令和元年度 配慮度チェック

令和元年度 配慮度チェック

No. 事業名
施策の
方向性

区分
課題
評価

担当課

No. 事業名
施策の
方向性

区分
課題
評価

担当課

　○配慮度チェック
　　　１　事業の対象となる人々及びその現状を男女別に把握した
　　　２　事業の企画、立案、実施の際、女性、男性双方の意見を聞いた、または双方が参加した
　　　３　女性、男性双方にとって利用・参加しやすいような配慮をした
　　　４　事業の方向性を男女共同参画に配慮した
　　　５　事業の効果が女性、男性それぞれに寄与した
　○課題評価
　　　Ａ　課題解決に値する成果が得られた
　　　Ｂ　課題を意識したが、成果につながらなかった
　　　Ｃ　事業未実施 - 16 -



事業内容 事業実績 1 2 3 4 5
令和元年度 配慮度チェック

No. 事業名
施策の
方向性

区分
課題
評価

担当課

3
民生委員・児童委
員活動の推進

① 継続

　社会奉仕の精神を持って、常に住
民の立場に立って相談に応じ、必要
な援助を行い、社会福祉の向上に
努める民生委員活動を推進する。

　社会奉仕の精神を持って、常に住
民の立場に立って相談に応じ、及び
必要な援助を行い、社会福祉の向
上に努める民生委員活動を推進し
た。

○ ○ A 生活援護課

4
市民合同相談・各
種相談業務情報交
換会

① 継続

　相談員間の連携を図ることを目的
とし、市で実施している各種相談を
合同で実施することにより、多様化
する相談に、各専門分野の相談員
が連携して応じることで、適切かつ
円滑に問題の解決に導く。

・実施日　１０月１日
・相談件数　行政相談２件、人権相
談１件、法律相談４件、消費生活相
談２件、女性相談２件、司法書士相
談1件、こころとからだの健康相談０
件

○ A 総合窓口課

5
ＤＶ対策ネットワー
クの活用

② 継続

　ＤＶ被害者支援対策のため、担当
者間で知識や情報の共有を行い、
迅速な対応に備える。

　講演を行い、ＤＶ被害者支援につ
いての知識を深めた。
・実施日　１１月１９日
・参加機関　１４機関

○ ○ ○ A
子ども支援
課

6

志木市職員のセク
シュアル・ハラスメ
ント等の防止と対
策

② 継続

　市職員に対して問題意識の啓発を
継続して行う。

　階層別基本研修や専門研修にて
ハラスメント研修を実施した。
・実施日　１０月１０日
・参加人数　２５人

○ ○ ○ ○ ○ A 人事課

7
住民基本台帳事務
における支援措置

③ 継続

　ＤＶ、ストーカー行為等及び児童虐
待等の加害者が、住民基本台帳の
一部の写しの閲覧、住民票の写し等
の交付、戸籍の附票の写しの交付
の制度を不当に利用することを防止
し、被害者の安全を確保する。

　相談窓口などが連携し合い、被害
者を支援や保護につなげる体制を
整えている。

○ A 総合窓口課

8 生活保護扶助 ② 継続

　生活保護受給者への支援及びＤＶ
被害者を含む生活困窮者への最低
限度の生活保障、自立の助長を支
援する。　

　DV被害者の相談窓口（子ども支援
課）などと連携して生活保護制度を
活用し、ＤＶ被害者の最低限度の生
活保障や自立に向けた支援につな
げる体制を整えている。

○ A 生活援護課

9 ＤＶ関係相談 ② 変更

　配偶者、恋人、同棲相手等からの
暴力による被害者の相談に応じ、一
時保護の支援を行うことで女性や子
どもたちの身の安全を確保する。

・相談件数　８１件
・一時保護件数　２件

○ ○ ○ ○ ○ A
子ども支援
課

10
国民健康保険被保
険者資格の取扱い

② 継続

　避難中のＤＶ被害者の事情を考慮
し、住民登録の条件を満たしていな
くても国保の被保険者とする。

　相談窓口などが連携して、確実に
DV被害者を支援や保護につなげる
体制を整えている。

○ A 保険年金課

11
ＤＶ対策庁内連携
会議

③ 継続

　実際にＤＶ被害者への対応を行う
場合に、担当者間で情報の共有を
行い、迅速かつ適切な対応を行う。

　講演を行い、ＤＶ被害者支援につ
いての知識を深めた。
・実施日　１１月１９日
・参加機関　１４機関

○ ○ ○ A
子ども支援
課

基  本  目  標 Ⅲ　仕事と生活の調和がとれた、ふれあいあふれるまち
課　　　　　　題 １　 働く場における就労環境の整備促進
施策の方向性 ①　男女の均等な雇用機会の確保と就労環境の待遇改善への取組

②　女性の継続就業・再就職支援の推進と起業などの支援に関する取組
③　男性職員の育児･介護休業制度などの積極的な活用促進への取組

事業内容 事業実績 1 2 3 4 5

1
ジョブスポットしき
における就労支援

①② 継続

　志木市と埼玉労働局の協定に基
づき設置した「ジョブスポットしき」に
おいて、埼玉県や東京都を中心とし
た求人情報の紹介及び職業相談を
実施する。また、各種就労支援セミ
ナーや合同就職面接会を実施し、就
労支援の充実を図る。

　ジョブスポットしきにおいて職業の
紹介及び就職相談に対する助言を
行い、年間就職件数は１７５人で
あった。
　また、ハローワーク朝霞と協力し、
シニア向け就職面接会を開催した。

○ ○ ○ A 産業観光課

2
企業人権問題研修
会

① 継続

　人権問題に対する理解と認識を深
め、公正な採用の促進を図るために
研修会を実施する。

・実施日　６月３日
・参加人数　４６人

○ ○ ○ ○ A 人権推進室

3
キャリアカウンセリ
ング

① 継続

　毎月第１・第３月曜日に無料の
キャリアカウンセリングを実施し、相
談者のライフスタイル等に配慮した
個別相談を実施する。

　毎月第１・第３月曜日に無料の
キャリアカウンセリングを実施し、相
談者のライフスタイル等に配慮した
個別相談をを実施した。
・実施回数　１９回

○ ○ ○ ○ A 産業観光課

令和元年度 配慮度チェック
No. 事業名

施策の
方向性

区分
課題
評価

担当課

　○配慮度チェック
　　　１　事業の対象となる人々及びその現状を男女別に把握した
　　　２　事業の企画、立案、実施の際、女性、男性双方の意見を聞いた、または双方が参加した
　　　３　女性、男性双方にとって利用・参加しやすいような配慮をした
　　　４　事業の方向性を男女共同参画に配慮した
　　　５　事業の効果が女性、男性それぞれに寄与した
　○課題評価
　　　Ａ　課題解決に値する成果が得られた
　　　Ｂ　課題を意識したが、成果につながらなかった
　　　Ｃ　事業未実施 - 17 -



事業内容 事業実績 1 2 3 4 5
令和元年度 配慮度チェック

No. 事業名
施策の
方向性

区分
課題
評価

担当課

4
障がい者等就労支
援センター事業

① 継続

　市役所内でハローワーク朝霞の相
談員と市の支援員が連携して支援
を行い、身近な市役所できめ細やか
な就労支援や就職後の　職場定着
のための支援を行っている。

〇新規登録者
・障がい者　２７人
・生活保護者　７０人
〇新規就労者
・障がい者　４０人
・生活保護者　２５人
〇障がい者定着支援等企業訪問
・訪問件数　２９５件

○ ○ ○ A
共生社会推
進課

5 就職支援セミナー ② 継続

　仕事と子育ての両立を考える女性
を対象とした就労支援セミナーを実
施し、自己分析や就職活動の進め
方等サポートを図る。

・実施回数　１回
・テーマ　面接でよく聞かれる質問と
マナー ○ ○ ○ A 産業観光課

6
【再掲】
人権研修会

③ 継続

　市民に対し、人権に関わる様々な
テーマについて研修会を実施する。

○人権研修会
・実施回数　１０回
・参加人数　２４３人
○人権講演会　
・実施回数　１回
・参加人数　３５人
○公民館等人権研修会
・実施回数　各館１回
・参加人数　7２５人

○ ○ ○ ○ A 生涯学習課

基  本  目  標 Ⅲ　仕事と生活の調和がとれた、ふれあいあふれるまち
課　　　　　　題 ２ 　家庭と地域における男女共同参画の推進
施策の方向性 ①　男女がともに担う子育て・介護に向けた取組

②　家庭や地域における男性にとっての男女共同参画の推進
③　高齢者、障がい者、子どもにやさしい都市空間整備への取組
④　男女共同参画の視点に立った防災対策の取組

事業内容 事業実績 1 2 3 4 5

1
いろは子育て支援
センター地域子育
て支援拠点事業

①② 継続

　「お父さん広場」を通し共感できる
仲間づくりを応援する。父親の育児
参加を推進する。

・実施回数　１０回
・参加人数　子ども１１２人、保護者
１１３人（父６０人、母５３人）

○ ○ ○ ○ A
子ども支援
課

2
西原子育て支援セ
ンター地域子育て
支援拠点事業

①② 継続

　「ぱぱまある」未就学児と子育て中
の保護者を対象に、父親の子育て
参加を促進するための情報提供や
子どもとの遊び方、仲間づくりを提供
する。

・実施回数　３回
・参加人数 子ども１０６人、保護者１
１３人（父５２人、母６１人）

○ ○ ○ ○ A
子ども支援
課

3
赤ちゃんとママの
防災講座

①・④ 新規

　０歳～未就学児の保護者を対象に
防災意識を高める機会を提供すると
ともに、参加者同士の交流を図る。

・実施日　１月１４日
・対象　０歳～未就学児の保護者
・参加人数　２８人 ○ ○ A

いろは遊学
館

4
志木市職員の育児
休業等の取得促進

① 継続

　男女平等な育児、介護休暇取得を
促進する。すべての職種の職員が、
男女を問わず、子が３歳に達する日
まで育児休業することができる。部
分休業又は、育児短時間勤務を小
学校就学前まで取得することができ
る。

　対象職員に制度の説明をするとと
もに、取得について促した。
○女性職員
・対象者　３人
・取得者　３人
○男性職員
・対象者　１１人
・取得者　１人

○ ○ ○ ○ ○ A 人事課

5
民設民営保育園支
援事業

① 継続

　待機児童対策として、魅力ある民
設民営保育園の開園の支援及び運
営費に対する補助金を助成する。

　認可保育園１９園、認定こども園１
園及び小規模保育施設１０園に対
し、保育施設委託費を支給した。
　また、民間保育事業者に対し認可
保育園の整備に関する補助金を交
付したことにより、令和２年４月に新
たな認可保育園が開園した。

○ ○ ○ ○ ○ A 保育課

6 保育スタッフ事業 ① 継続

　市の事業に参加する市民の幼児
を一時保育する（必要に応じて各課
ごとに保育スタッフを依頼し、各課予
算内で支出）。

　市主催各種事業へ、延べ２４６人
の保育スタッフを派遣、延べ３８６人
の保育を実施し、事業参加者の負
担軽減を図った。

○ ○ ○ A
子ども支援
課

7 保育時間の延長 ① 継続

　就労形態の多様化や通勤時間の
増加等に対応するように、認可保育
園等で保育時間を延長する。

　認可保育園、認定こども園及び小
規模保育施設全園において、保育
時間の延長を行い、多様化する保
護者の就労形態に対応した。

○ ○ ○ ○ ○ A 保育課

令和元年度 配慮度チェック
No. 事業名

施策の
方向性

区分
課題
評価

担当課

　○配慮度チェック
　　　１　事業の対象となる人々及びその現状を男女別に把握した
　　　２　事業の企画、立案、実施の際、女性、男性双方の意見を聞いた、または双方が参加した
　　　３　女性、男性双方にとって利用・参加しやすいような配慮をした
　　　４　事業の方向性を男女共同参画に配慮した
　　　５　事業の効果が女性、男性それぞれに寄与した
　○課題評価
　　　Ａ　課題解決に値する成果が得られた
　　　Ｂ　課題を意識したが、成果につながらなかった
　　　Ｃ　事業未実施 - 18 -



事業内容 事業実績 1 2 3 4 5
令和元年度 配慮度チェック

No. 事業名
施策の
方向性

区分
課題
評価

担当課

8 乳児保育の充実 ① 継続

　低年齢児の保育需要の増加に対
応した保育を実施する。

　認可保育園及び小規模保育施設
全園において、０歳児保育の受入れ
を拡充した。

○ ○ ○ ○ ○ A 保育課

9
学童保育クラブの
充実

① 継続

　共働きなどの事情による日中留守
家庭の児童小学校１年生から６年生
までを市内８か所で保育する。

　平成２７年度より、これまでの３年
生から６年生へ対象学年の引き上
げを図り、保育を実施している。
　また、平成３０年度は小学校１校に
おいて放課後子ども教室と一体型
の放課後志木っ子タイムを実施した
が、令和元年度は小学校６校で実
施し、実施校を拡大した。

○ ○ ○ ○ ○ A 保育課

10
ファミリー・サポー
ト・センター事業

① 継続

　育児援助を受けたい人と援助がで
きる人で会員組織をつくり、子育て
家庭を支援する。また、支援のため
の講座や交流会を実施する。

　入会説明会、会員講習会及び交
流会を実施した。
・会員数　１，２５５人（まかせて会員
１３５人、お願い会員１，０１５人　両
方会員１０５人
・利用件数　２，６１０人

○ ○ ○ A
子ども支援
課

11
保育園における地
域交流事業

① 縮小

　保育園に求めるニーズに応えるた
め地域における子育て支援策とし
て、公立保育園において乳幼児の
親子を対象として園庭開放や地域
の高齢者等との交流事業等を実施
している。

　保育園において、乳幼児を対象と
した地域交流事業や世代間交流事
業を実施した。
○地域間交流事業
・参加人数　３５０人　
○世代間交流事業
・参加人数　７７９人

○ ○ ○ ○ ○ A 保育課

12

子育て支援セン
ターぷちまある地
域子育て支援拠点
事業

① 継続

　児童福祉法に基づく地域子育て支
援拠点として、子育て家庭の保護
者、乳幼児等に対する支援を行うた
めに、子育て親子の交流の場の提
供と交流促進を中心とした事業を行
う。

・利用者数　子ども２，３８７人、保護
者２，２８１人
・相談件数　４４４件
・情報提供　２２９件 ○ ○ ○ A

子ども支援
課

13 ぴあたいむ ① 継続

　子育てに不安や負担を感じ、孤立
感や子育ての自信を失いかけてい
る母親を対象にグループワーク事業
を実施し、自分自身を見つめ直し、
ゆとりと自信を持って育児に臨める
ように支援する。

・実施回数　５回
・参加人数　２６人

○ ○ ○ A
健康増進セ
ンター

14
家庭教育支援事業 
応援しよう　赤ちゃ
んファミリー

① 継続

　０歳児を持つ家庭に交流の場を提
供し家庭教育を支援する。

・実施時期　５・６・７・９・１０・１１・１
２・２月（全８回）第１木曜日
・参加人数　３８７人（大人＋子ども）
・対象　０歳児を持つ家庭

○ A
いろは遊学
館

15
ママ・サプリ～ママ
が元気になる処方
箋～

① 継続

　１歳児～未就学児の保護者を対象
に、参加型ワークを通して子育ての
ヒントを発見し、子育てが楽しくなる
方法、仲間づくりの場を提供する。

・実施時期　１１・１２月（全４回）
・対象　１歳児～未就学児の保護者
・参加人数　５４人（大人＋子ども） ○ ○ A

いろは遊学
館

16
なかまほいく「春
にーにょ」

① 継続

　０歳～３歳の子どもとその保護者
を対象に、親子いっしょの遊び、預
け合い、親のリフレッシュ・親同士の
仲間作りなどを行うことで、支え合い
の子育てを支援する。

・実施時期　５月～７月（全１０回）
・対象　０歳～３歳の子どもとその保
護者
・参加人数　２４６人（大人＋子ども）

○ A
いろは遊学
館

17
赤ちゃんとママの
防災講座

①・④ 新規

０歳～未就学児の保護者を対象に
防災意識を高める機会を提供すると
ともに、参加者同士の交流を図る。

・実施時期　１月１４日
・対象　０歳～未就学児の保護者
・参加人数　２８人（大人＋子ども）

○ ○ A
いろは遊学
館

18
いろは子育て支援
センター地域子育
て支援拠点事業

① 継続

　児童福祉法に基づく地域子育て支
援拠点として、子育て家庭の保護
者、乳幼児等に対する支援を行うた
めに、子育て親子の交流の場の提
供と交流促進を中心とした事業を行
う。

○赤ちゃん広場
・実施回数　９回
・参加人数　子ども１１８人、保護者
１１８人　
○遊びの広場
・参加人数　子ども６，８６４人、保護
者５，９６２人
○おでかけにこまある
・実施回数　２回
・参加人数 子ども４３人、保護者３３
人
○青空にこまある
・実施回数　１回
・参加人数 子ども２人、保護者２１人

○ ○ ○ ○ A
子ども支援
課

　○配慮度チェック
　　　１　事業の対象となる人々及びその現状を男女別に把握した
　　　２　事業の企画、立案、実施の際、女性、男性双方の意見を聞いた、または双方が参加した
　　　３　女性、男性双方にとって利用・参加しやすいような配慮をした
　　　４　事業の方向性を男女共同参画に配慮した
　　　５　事業の効果が女性、男性それぞれに寄与した
　○課題評価
　　　Ａ　課題解決に値する成果が得られた
　　　Ｂ　課題を意識したが、成果につながらなかった
　　　Ｃ　事業未実施 - 19 -



事業内容 事業実績 1 2 3 4 5
令和元年度 配慮度チェック

No. 事業名
施策の
方向性

区分
課題
評価

担当課

19
西原子育て支援セ
ンター地域子育て
支援拠点事業

① 継続

　児童福祉法に基づく地域子育て支
援拠点として、子育て家庭の保護
者、乳幼児等に対する支援を行うた
めに、子育て親子の交流の場の提
供と交流促進を中心とした事業を行
う。

○遊びの広場
・参加人数　子ども５，９０６人、保護
者５，２９４人
○おでかけまんまある
・実施回数　３回
・参加人数　子ども６５人、保護者４
９人

○ ○ ○ ○ A
子ども支援
課

20
すこやか相談（い
ろは子育て支援セ
ンター）

① 継続

　子どもとの関わり方、発達に関す
ること、母親自身の悩みを専門の相
談員が相談を受けることで、育児不
安の軽減を図り、虐待を予防する。

・実施回数　１０回
・公開相談件数　２１件
・個別相談件数　４件 ○ ○ ○ ○ A

いろは子育
て支援セン
ター

21
宗岡子育て支援セ
ンターの地域子育
て支援拠点事業

① 継続

　児童福祉法に基づく地域子育て支
援拠点として、子育て家庭の保護
者、乳幼児等に対する支援を行うた
めに、子育て親子の交流の場の提
供と交流促進を中心とした事業を行
う。

・開館日数　３４９日
○遊びの広場
・利用者数　１５，１１１人
○子育て支援事業等
・利用者数　５，５０３人
○子育て親子交流事業
・利用者数　４，５１４人

○ ○ ○ ○ A
宗岡子育て
支援セン
ター

22 おやこ広場 ① 継続

　1歳から３歳未満の子どもと親を対
象に、子育てに必要な知識と、親子
で楽しみながら、仲間づくりなど家庭
教育の大切さについて学ぶ。

前期（５月）
・実施回数　４回
・参加人数　６６人
後期（１０月）
・実施回数　４回
・参加人数　１２５人

○ B 宗岡公民館

23
重症心身障がい児
短期入所事業

① 継続

　重症心身障がい児(者）の介護者
が介護できないときのために、朝霞
地区４市で心身障害児総合医療療
育センターの短期入所ベット１床を
確保し、介護者の負担軽減を図って
いる。

・利用延べ人数  　９人
・利用延べ日数　３８日

○ ○ B
共生社会推
進課

24
日中一時介護者支
援事業

① 継続

　在宅の障がい者を介護する家族
の負担軽減などのために、日中一
時的に障がい者（児）を施設等で介
護する。

・利用実人数  　 　１０人
・利用延べ件数　１３５件

○ ○ B
共生社会推
進課

25

いきがいサロン事
業
街なかふれあいサ
ロン事業

① 継続

　市内在住の６０歳以上の方を対象
に高齢者が自主的に集って仲間を
つくり、教養や健康の向上、社会奉
仕活動、地域社会との交流、レクリ
エーションなどの活動をするいきが
いサロン事業を実施する。
　市内在住の６０歳以上の方を対象
に空き店舗を活用し、見守りや声か
けを中心とした福祉活動を実施する
街なかふれあいサロン事業を実施
する。

○いきがいサロン事業
・いきいきサロン　
　開館日数　２６４日
　延べ利用者数　１０，３２２人
・ふれあいサロン
　開館日数　２０５日
　延べ利用者数　２，９２３人
○街なかふれあいサロン事業
・スペース・わ
　開館日数　２４２日
　延べ利用者数　４，３０４人
・ふれあいサロンあざみ
　開館日数　２１５日
　延べ利用者数　８６７人
・いろは元気サロン本町
　開館日数２２１日
　延べ利用者数　１，６９２人

○ ○ ○ ○ ○ A 長寿応援課

26
介護予防普及啓発
事業

① 継続

　シニア体操教室、脳リフレッシュ教
室、からだづくり教室を６５歳以上の
高齢者を対象に市内各地で開催し、
高齢者の健康保持に努める。

○シニア体操教室
・利用実人数　２４９人
・開催回数　１１０回　　
○脳リフレッシュ教室
・利用実人数　５５人
・開催回数　３０回　　
○からだづくり教室
・利用実人数　７２人
・開催回数　３６回

○ ○ ○ ○ ○ A 長寿応援課

27
シニアボランティア
スタンプ制度

① 継続

　元気な６５歳以上の人が、生きが
いを感じながら自立して暮らしていく
ことを目的とし、市が指定する地域
貢献活動や登録介護施設等でのボ
ランティア活動に参加した場合に、
一定のスタンプを加算し、たまったス
タンプに応じて地域で使えるお買物
券に交換する。

・登録者数　２２６人　
・登録介護事業所数　２１か所　
・換金申請数　８４人　２２４,５００円

○ ○ ○ ○ ○ A 長寿応援課

　○配慮度チェック
　　　１　事業の対象となる人々及びその現状を男女別に把握した
　　　２　事業の企画、立案、実施の際、女性、男性双方の意見を聞いた、または双方が参加した
　　　３　女性、男性双方にとって利用・参加しやすいような配慮をした
　　　４　事業の方向性を男女共同参画に配慮した
　　　５　事業の効果が女性、男性それぞれに寄与した
　○課題評価
　　　Ａ　課題解決に値する成果が得られた
　　　Ｂ　課題を意識したが、成果につながらなかった
　　　Ｃ　事業未実施 - 20 -



事業内容 事業実績 1 2 3 4 5
令和元年度 配慮度チェック

No. 事業名
施策の
方向性

区分
課題
評価

担当課

28 親子料理講座 ① 継続

　親子でたのしむ料理教室。食育を
兼ねたクッキングの場の提供。宗岡
子育て支援センター共催

・実施日　５月１２日
・対象　　３歳以上の未就学児とその
保護者
・参加人数　１６人（８組）

○ ○ A
宗岡第二公
民館

29
【再掲】
母子保健推進員活
動

① 継続

　母子保健推進員主催事業のひと
つ。子育て家族の孤立を防ぐため、
遊びやおもちゃづくり等を通して地域
の人や、他の親子との交流の場を
提供し、子育てを支援する環境づく
りを推進する。

　母と子の健康づくりを中心に活動
を行った。
○妊産婦・乳幼児・その他の家庭訪
問
・訪問数　1,３２８回
○三世代・子育て支援交流会
・実施回数　１５回
○乳幼児健診への協力
・実施回数　４８回
・参加人数　２５１人
○保健事業等への協力
・実施回数　２７回
・参加人数　６２人

○ ○ ○ A
健康増進セ
ンター

30 男性相談 ② 継続
　男性からの相談に心理カウンセ
ラーが対応する。

・実施日数　４５日
・相談件数２件 ○ ○ ○ B

子ども支援
課

31
県施行街路事業促
進事業

③ 継続

　埼玉県が施行する街路事業に対
し、事業費の一部（国庫補助金を除
く事業費の２０％）を負担する。中央
通停車場線第３工区の事業に平成
２９年度から着手していることから、
早期完成が図られるよう協力する。

　用地買収予定面積の約３割を取得
した。

○ ○ A 都市計画課

32
生活道路快適化事
業

③ 継続

　身近な生活道路における狭あい道
路や水たまり等の解消を図るため、
道路拡幅や交通安全対策をあわせ
て実施し、市民が安全で安心して通
行できる道路環境の整備を図る。

　市道第２００１号線及び第２１７４号
線道路改良に伴う用地を７件１１４.１
１㎡取得した。
　市道第２００１号線及び第２００９号
線道路改良に伴う道路詳細設計を２
件実施した。

B 道路課

33
公園のバリアフ
リー化・遊具の改
善

③ 継続

　公園の園路や広場、トイレなどの
バリアフリー化を図るとともに、高齢
化社会に対応した公園となるよう改
修する。

　羽根倉児童公園のトイレ改修工事
を実施した。
・改修件数　１件 ○ ○ A 都市計画課

34

被災時の避難所に
おける、女性が積
極的に参画できる
体制づくり

④ 継続

　被災時の避難所における男女の
ニーズの違いや復興段階における
女性をめぐる問題に対し、自主防災
組織やボランティア組織などで女性
が積極的に参画できる体制づくりを
促進する。

　市民総合防災訓練や地域での防
災訓練、防災講座に多くの女性に参
加していただいたことで、改めて避
難所における女性の役割などにつ
いて確認することができた。
○市民総合防災訓練
・実施回数　１回
・参加人数　２，３３２人
○地区防災訓練
・実施回数　２３回
・参加人数　２，７９６人
○防災講座
・実施回数　７回
・参加人数　１８７人

○ A
防災危機管
理課

基  本  目  標 Ⅳ　“市民力”を活かして男女共同参画の推進を図るまち
課　　　　　　題 １ 　市と市民との協働による男女共同参画の推進
施策の方向性 ①　男女共同参画のための市民活動への取組

②　市と市民・事業者等との連携による取組
③　市の審議会等における女性参画向上への取組
④　政策決定における女性職員の参画の拡大に向けた取組

事業内容 事業実績 1 2 3 4 5

1
男女共同参画市民
団体との協働事業

① 継続

　市民が参加する会議や事業等で
市と市民が連携した男女共同参画
の推進を図る。

　市内の市民団体と連携を図り、男
性の家庭参画を促進するための市
民向けリーフレットを作成し、志木市
民まつりにおいて配付した。
・実施日　１２月１日

○ ○ ○ A 人権推進室

令和元年度 配慮度チェック
No. 事業名

施策の
方向性

区分
課題
評価

担当課

　○配慮度チェック
　　　１　事業の対象となる人々及びその現状を男女別に把握した
　　　２　事業の企画、立案、実施の際、女性、男性双方の意見を聞いた、または双方が参加した
　　　３　女性、男性双方にとって利用・参加しやすいような配慮をした
　　　４　事業の方向性を男女共同参画に配慮した
　　　５　事業の効果が女性、男性それぞれに寄与した
　○課題評価
　　　Ａ　課題解決に値する成果が得られた
　　　Ｂ　課題を意識したが、成果につながらなかった
　　　Ｃ　事業未実施 - 21 -



事業内容 事業実績 1 2 3 4 5
令和元年度 配慮度チェック

No. 事業名
施策の
方向性

区分
課題
評価

担当課

2
志民力人材バンク
(まちづくり推進バ
ンク）

① 拡充

　「市民力」が活きる協働のまちづく
りを推進するため、知識、経験、資
格などを持った市民の皆さんを志民
力人材バンクに登録し、市の各種審
議会や審査会の委員などに登用す
る。

　３件の申請があり、登録者１５８人
のうち７人の活用があった。

○ ○ ○ ○ ○ A
市民活動推
進課

3

【再掲】
広報しき“SeeSaw
コーナー”における
活動団体等の掲載

② 継続

　広報しき内において男女共同参画
情報のための専門コーナー
“SeeSaw”を年１・２回掲載し、より多
くの市民へ届くよう情報の提供を行
う。

　市の男女共同参画の推進状況や
男女共同参画の推進に関する施策
の実施状況についてまとめた年次
報告書をを作成したことを広報しき１
２月号に掲載した。

○ A 人権推進室

4
積極的格差是正措
置（目標値の設
定）

③ 継続

　女性のいない審議会等に対し、格
差是正を求める。

　女性のいない審議会等について
は、理由を確認し女性職員を登用す
るよう依頼した。

○ ○ A 人権推進室

5
男女平等な昇任選
考制度の実施

④ 継続

　男女平等な昇任選考制度を実施
する。対象は昇任選考実施要綱に
基づく対象者。

　男女問わず対象者に、部局長から
所属長を通じて、受験について促し
た。

○ ○ ○ ○ A 人事課

6
特定事業主行動計
画の推進

④ 継続

　子育て支援に基づく事業を全職員
を対象に促進する。

　家事・育児などをしながら活躍でき
る職場環境の整備目標を設定し、促
進した。

○ ○ ○ ○ ○ A 人事課

基  本  目  標 Ⅳ　“市民力”を活かして男女共同参画の推進を図るまち
課　　　　　　題 ２ 　男女共同参画の推進状況の把握
施策の方向性 ①　男女共同参画に関する実態調査への取組

②　行動計画に関する年次報告書の作成と公表への取組
③　男女共同参画の視点における施策評価の取組

事業内容 事業実績 1 2 3 4 5

1
女性活躍推進法に
基づく特定事業主
行動計画の推進

① 継続

　女性職員の活躍を推進していくた
め、現状分析に基づき目標を設定
し、取り組む。

　採用や管理職の登用など、女性職
員の割合に関する目標を設定し、結
果を公表した。

○ A 人事課

2 年次報告書の作成 ② 継続

　条例の定めにより毎年、市の男女
共同参画の推進状況を公表する。

　男女共同参画に関する施策の推
進状況等を報告書にまとめ、市ホー
ムページに掲載、市内公共施設へ
配架した。

○ ○ A 人権推進室

3
男女共同参画審議
会

③ 継続

　計画の進捗管理、苦情に対する受
付・処理を行う。

　男女共同参画に関する市民意識
調査の内容や、市の男女共同参画
の推進状況等を審議するため、７月
と１０月に男女共同参画審議会を開
催した。

○ ○ ○ ○ A 人権推進室

令和元年度 配慮度チェック
No. 事業名

施策の
方向性

区分
課題
評価

担当課

　○配慮度チェック
　　　１　事業の対象となる人々及びその現状を男女別に把握した
　　　２　事業の企画、立案、実施の際、女性、男性双方の意見を聞いた、または双方が参加した
　　　３　女性、男性双方にとって利用・参加しやすいような配慮をした
　　　４　事業の方向性を男女共同参画に配慮した
　　　５　事業の効果が女性、男性それぞれに寄与した
　○課題評価
　　　Ａ　課題解決に値する成果が得られた
　　　Ｂ　課題を意識したが、成果につながらなかった
　　　Ｃ　事業未実施 - 22 -
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